
　１．補正概要

△ 36,244,164 千円

779,672,011 千円

743,427,847 千円

    【歳入の主な内訳】   

8,800,000 千円

△ 2,272,361 千円

1,619,000 千円

5,327,677 千円

△ 30,380,313 千円

△ 3,000,000 千円 〔基金残高見込　330億円〕

△ 10,559,000 千円 〔県債残高見込　1兆699億円〕

△ 1,234,000 千円 〔臨財債等除残高見込　6,133億円〕

令和５年度一般会計２月補正予算案(第４号)
大分県総務部財政課
令和６年２月２６日

財政調整用基金繰戻し

県 債

うち臨時財政対策債

　国の補正予算を受け入れるとともに、足下の価格高騰にも対応し、県経済の活性化等に取り組みます。併せ
て、事業執行に応じた所要の補正を行います。

　国の補正予算の受入れ等による増の一方、新型コロナ対策関連事業や災害復旧費などの減及び歳出不用・節
約などにより、補正予算は約３６２億円の減額となります。

補 正 予 算 案

既 決 予 算 額

累 計

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税
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２　主な補正事業の内容
（１）国の補正予算関連 （単位：千円）

予 算 案

38,292

123,000

641,200

288,852

※ 　　は新規事業

障がい者福祉施設整備事業3

2 介護現場革新推進事業

1 母子保健対策事業

事 業 名 所 管 課事 業 の 概 要

　先天性代謝異常等を早期に発見し、治療や生活指導等につなげるため、新生児マススク
リーニング検査（血液検査）の対象を拡大する。
　・重症複合免疫不全症と脊髄性筋萎縮症を追加

　介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、ＩＣＴ化や介護ロボット導入等により働
きやすい職場環境の整備を行う事業所を支援する。
　・介護現場におけるＩＣＴ機器導入への助成
　　　　補助率　１／２～３／４
　　　　限度額　職員数　１～１０名　１００万円
　　　　　　　　　　　１１～２０名　１６０万円
　　　　　　　　　　　２１～３０名　２００万円
　　　　　　　　　　　３１名～　　　２６０万円
　・介護ロボット導入への助成
　　　　補助率　１／２～３／４
　　　　限度額　移乗支援・入浴支援　　　１００万円
　　　　　　　　移乗支援・入浴支援以外　　３０万円

4 新興感染症等対策推進事業

　障がい者福祉施設の防災・減災対策を推進するため、水害に備えた移転改築に要する経費
に対し助成する。
　・補助率　３／４（国１／２　県１／４）

　感染症発生の予防及びまん延防止の施策を講じるため、医療措置協定締結病院等が行う施
設・設備整備を支援する。
　・感染症対応個室への改修に要する経費への助成
　　　補助率　　　２／３（国１／３　県１／３）
　・防護具等保管施設の整備に要する経費への助成
　　　補助率　１０／１０（国１／２　県１／２）　など

こども未来課

高齢者福祉課

障害福祉課

感染症対策課

新

新
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（単位：千円）

予 算 案

130,167

318,468

915,168

910,600

729,142

123,000

7 林業再生県産材利用促進事業 林産振興室

大分県公立学校情報機器整備
基金事業

食品産業収益力向上支援事業 工業振興課

教育デジタル改革
室

10

　県産材の需要拡大と高齢林の伐採・活用を図るため、木材の加工流通施設の整備や大径材
の利用促進の取組等を支援する。
　【新】大径材広域集荷体制構築に向けた加工拠点施設整備への助成
　　　　　補助率　５／６（国１／２　県１／６　市１／６）　など

事 業 の 概 要

　食品の輸出拡大を図るため、食品製造事業者の施設改修や機器整備に要する経費に対し助
成する。
　・補助率　１／２

　義務教育段階の公立学校の児童・生徒が利用する１人１台端末の更新に要する経費のう
ち、令和６年度から１０年度分について基金を造成する。

8

9

5 海岸漂着物地域対策推進事業

6

【新】デジタル分野を支える人材育成を強化するため、ＩＣＴ機器等を活用した生徒の興味
関心を高める学習環境を整備する。
　・探究的な学びに必要な情報機器整備　など

　海岸の景観や環境を保全するため、「大分県きれいな海岸づくり推進計画」に基づき、プ
ラスチックや流木等をはじめとする海岸ごみの回収・処分を実施する。

高校教育課

事 業 名

県立高校未来創生事業

所 管 課

循環社会推進課

　大分県の顔となる園芸品目を育成し、生産拡大を図るため、短期集中県域支援品目の「生
産拡大計画」や、市町の「園芸産地づくり計画」に基づき認定農業者等が行う栽培施設等の
整備を支援する。
　・栽培施設　ベリーツ（中津市）、ぶどう（豊後高田市） など

園芸振興課
おおいた園芸産地づくり支援
事業

新
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（２）その他 （単位：千円）

予 算 案

34,560

25,000

14,037

351,055

149,223

12 畜産経営緊急支援事業

15 議場システム等改修事業

14 国内誘客総合推進事業

事 業 名

13
和牛子牛生産性向上緊急対策
事業

11
私立大学物価高騰対策緊急支
援事業

事 業 の 概 要 所 管 課

畜産振興課

観光誘致促進室

議会事務局

　物価高騰の影響を受けている私立大学の運営継続を図るため、電気代等高騰分の一部を助
成する。
　・対象施設　県内の私立大学・短期大学
　・支 給 額  在籍者一人当たり３，０００円

【新】飼料価格高騰下における畜産農家の経営安定を図るため、自給飼料の生産拡大を支援
する。
　・自給飼料生産機械等整備への助成
　　　補助率　１／４（国庫補助と合わせて３／４）

　飼料価格の高騰等を背景とした子牛価格下落の影響を受ける畜産農家の経営継続を図るた
め、子牛の価格差補填の対象期間を延長する。
　・補助対象　国の子牛価格差補填制度の適用農家
　・補助内容　全国と九州・沖縄の平均価格差分の補填
　・補 助 率　１／４
　・対象期間　令和５年１２月末まで→令和６年３月末まで
【新】福岡・大分デスティネーションキャンペーンにおける県内観光需要と観光消費拡大を
促進するため、旅行会社と連携した誘客対策を実施する。
　・旅行会社による商品造成及び販売促進に要する経費への助成
　・宿泊予約サイトと連携したポイント還元キャンペーンの実施
　・県内周遊バスツアー実施に要する経費への助成
　・現地ツアー専門サイト等を活用した体験型観光コンテンツのプロモーションの実施
　本会議等の円滑な運営やデジタル化に対応するため、議場システムを改修するとともに、
議場内の配線用管路の老朽化対策を行う。

政策企画課

畜産技術室

新

新
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